
環境汚染の対策が
決まるまで情報は
公開すべきでない.

情報を出すと世間
が混乱する。.

リスクについて情
報公開すれば、住
民はパニックにな
る。

正確で迅速な情報提供と情報提供への真摯
な姿勢が重要です。  情報をごまかしたり、 
情報隠しをしていると思われると、地域住
民の信頼を失うことになりかねません。

 

コミュニケーショ
ンにわざわざ人や
時間を割く必要は
ない。

マニュアルを作っ
たから、 問題が起
きても対応できる。

マニュアル以上に、リスクに関する「考え方」
が担当者に十分に理解されていることが重
要です。コミュニケーションは、ケースバイ
ケースの対応が重要となります。

分かりやすい言葉で説明された情報は理解
されます。  住民が何を知りたがっているの 
かを理解しながらきちんと伝えようとする
姿勢が重要です。

過去の事例を見ても、情報
を公開してパニックが発生
したことはほとんどありま
せん。

コミュニケーションを成功に導くためには
不断の取り組みが必要です。  経営者がコミ
ュニケーションの重要性を認識して担当者
を配置し、  十分な組織の整備と担当者の教
育を行うよう、  積極的に対応することが重
要です。

住民は、ゼロリスク
を求める。

住民は、科学的な
情報は理解できな
い。
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次のような「思いこみ」をしていませんか？
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皆さんとともに、リスクコミュニケーションのあり方を考えていきたいと思っています。
以下のホームページに是非アクセスしてください。
 経済産業省リスクコミュニケーションホームページ 

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/index.html 
 

 コミュニケーションの方法には地域の状況や事業者の態様に応じてさまざまなものが 
 あります。「こうしなければならない」あるいは「こうすれば必ずうまくいく」とい 
 う方法があるわけではありませんが、いずれの方法をとるにせよ、地域住民との信頼 
 関係が築きあげられていることが、リスクコミュニケーションを円滑に進める前提と 
 なるのは間違いありません。
 地域との信頼関係を築くには、事業者がきちんとした体制を整備して「情報公開の機 
 会」と「地域の人の声を聴く機会」をつくり、日常的な取り組みを地道に続けていく 
 ことが肝心です。すでに実施されている方法として、例えば以下のようなものがあり 
 ます。
 その中で、リスクに関する情報を発信し、リスクを適正に管理するための取り組みを 
 進めましょう。地域の事業所や近くの同業者とともに一体となって、地域全体のコミ 
 ュニケーションをすすめる方法もあります。
 
 
 

夏まつりなどのイベント

スポーツ施設などの開放

説明会の実施

事業所見学会

事業活動や環境汚染などに
関する対話集会

地域の事業所や同業者とともに
実施する地域とのコミュニケーション

周辺の清掃など
地域への貢献活動

地域防災活動への参加や支援

地域教育活動の受入や支援

日常的な対応

苦情への迅速な対応

相談・苦情などの
受付窓口の設置と明確化

従業員の教育・訓練

化学物質の管理状況に
ついての報告書

ニュースリリース

雑誌記事

インターネットによる情報提供
と双方向のやりとり

環境報告書

ポスターやチラシ
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